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中間期の配当につきましては、従来同様見送りとさせて

頂きますのでご了解賜りますようお願い申し上げます。

今後の世界情勢は、政治的には様々な不安定要因を抱え

るものの、経済的には米国の景気堅調、欧州の回復、中国

での引き続く成長も期待されるなど、総じて堅調に推移す

る見通しです。

一方、国内経済については、円高や株式市場の乱高下、

金利上昇などの懸念要因があり、依然不透明感が続くもの

と考えられます。

自動車産業については、日系メーカーの海外生産拡大や

中国・アセアン地域などの自動車産業の発展が見込まれる

など数量的には拡大が期待できますが、単価の引き下げ要

求は引き続き強く、また環境問題が益々クローズアップさ

れるにつれ品質・技術面の要求水準が高度化し、部品業界

が対応すべき課題が増加しております。

このような厳しい事業環境に対して、当社グループは中

期経営計画を推し進め、品質・技術の一層の向上による競

争力強化、グローバル市場に対応した営業活動の展開、内

外グループ各社の連携強化により、販売の拡大を図るとと

もに、ハーフコスト活動の推進により、幅広く競争力を強

化し、収益力の向上と財務体質の強化に努めてまいります。

なお、顧客からの要求品質の高度化に応えるため、当期

より品質革新活動を当社グループ挙げて推進しており、設

計品質・製造品質の向上及び品質教育の徹底に取り組んでお

ります。

通期の連結業績につきましては売上高は715億円、営業利

益は56億円、経常利益は60億円、当期純利益は36億円を予定

しております。

なお当社は、2003年12月に、中国に第二の拠点として子

会社「理研汽車配件（武漢）有限公司」（当社出資100％）を設

立する予定です。当社グループは、韓国、台湾、中国（廈門）、

タイ、インドネシア、米国、スペインにおいて既に自動車部品

の生産を行なっておりますが、今後の中国自動車市場の拡大に

合わせ、中国新会社を活用し、ピストンリング等の自動車部品

事業の拡大を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支

援を賜りますようお願い申し上げます。

株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素は格別のご支援を賜り厚くお礼申し上げます。去る9月

30日をもって第80期上半期を終了いたしましたので、ここに中

間事業報告書をお届けして、事業の概況についてご報告申し上

げます。

営業の概況

当中間期における世界経済は、米国経済が内需を主体に

回復し、アジア経済も前年度に引き続き順調に推移しまし

たものの、欧州経済はユーロ圏を中心に低迷が続きました。

国内においては依然として雇用環境は厳しい状況にあり、

個人消費の低迷などがありましたが、輸出の好調や企業の

設備投資が上向くなど、景気持ち直しの動きが幅広く見ら

れるようになってきました。

自動車産業においては、排気ガス規制の強化に対応する

買換え需要によりトラックの販売が増加したものの、軽自

動車の減少や日系自動車メーカーの海外現地生産の拡大に

よる輸出減少により、四輪乗用車の国内生産台数は497万台

と前年同期比微減で推移いたしました。

建設・住宅産業については、非居住用建築着工床面積は

前年同期比5.0％増、住宅着工戸数は前年同期比0.9％増の60

万戸と前年同期比では増加しましたが、一昨年の水準には

届かず、また価格面でも厳しい状況となっております。

このような経営環境のもと、当社グループはピストンリ

ング、カムシャフトなどのコア事業製品を中心に品質、技

術、価格面での競争力強化に努め、お客様のニーズに適っ

た製品の開発・販売に努めてまいりました。当中間期の売

上高は347億6千4百万円（前年同期比2.6％増）を計上いたし

ました。利益面では、営業利益は27億4千7百万円（前年同

期比10.4％増）、経常利益は30億3千8百万円（前年同期比

13.9％増）、中間純利益は15億6千5百万円（前年同期比5.3％

増）となりました。

取締役社長

株主の皆様へ
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自動車関連部品事業では、自動車用ピストンリング、カ

ムシャフト、バルブリフター、高級鋳鉄品など、当社グル

ープの主力製品を取り扱っております。当中間期は、ピス

トンリングにおいて、日系メーカーの海外生産進展に伴う

北米・アジア地域での販売増加、欧州メーカーへの新規採

用機種の増加に加え、足廻り部品等の高級鋳鉄品において

自動車メーカーの新規量産機種への採用が進んだことによ

り、売上高は252億8百万円（前年同期比1.0％増）となり

ました。営業利益については、価格競争の激化や研究開発

費他諸経費の増加により、17億7千7百万円（前年同期比

14.6％減）となりました。

配管継手を中心とした建設関連部品事業については、建

築・住宅産業の市場低迷の中、配管部品の販売拡大に注力

し、加えて、建設工事、サービス関連の受注増が寄与した

ことにより、売上高は24億8千5百万円（前年同期比9.9％

増）となりました。また、営業利益は、合理化も奏功し2

千3百万円（前年同期1億7千1百万円の営業損失）となり

ました。

その他事業の製品については、シールリング、船舶、建

機等向けピストンリングの販売が増加したことにより、売

上高は70億7千1百万円（前年同期比5.8％増）となりまし

た。営業利益は、売上構成の変化に加え、製造合理化の進

展などにより、9億4千7百万円（前年同期比63.4％増）と

増加しました。
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流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固定資産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券
長 期 貸 付 金
繰延税金資産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流動負債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未払法人税等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固定負債

長 期 借 入 金
繰延税金負債
退職給付引当金
連結調整勘定
そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自 己 株 式
資 本 合 計

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

資産の部 負債の部

資本の部

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

28,872
10,405
11,339

1,270
1,800
4,056

13,497
8,559

6
4,856

68
7

42,369
1,248

8,573
6,604

15,875
114

∆ 1,289
∆ 978

28,900

72,518

33,323
6,643

17,409
166

7,572
991
567

∆ 27
39,195
25,594

7,798
12,135

3,644
785

1,230
544

13,057
6,085

45
5,212

947
873

∆ 107
72,518
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連結の範囲及び持分法の適用について

（1）連結範囲 連結子会社数………21社
（国内）（株）リケンキャステック他　12社
新光開発（株）については、（株）アール・ケー・イーを存続
会社とする吸収合併方式で解散したため、当中間連結会計期
間より範囲から除外している。

（海外）リケンコーポレーションオブアメリカ社　他7社
非連結子会社数……1社

（2）持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社数…………1社
（国内）（株）メタル･ケアー
（海外）該当なし
持分法適用の関連会社数………………4社
（国内）日研ステンレス継手（株）
（海外）アライドリング社　他2社

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末残高

連結貸借対照表（平成15年9月30日現在） 連結損益計算書（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）

連結キャッシュ・フロー（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）

科　　目 金　　額

34,764

32,017
2,747

828

538
3,038

29

513
2,553
1,316
∆ 436

107
1,565

3,199
∆ 2,321
∆ 1,046

39
∆128
6,724
6,596

26,599
5,417

365
463

174
363

29
0

41
380

92

営 業 収 益

売 上 高
営 業 費 用

売 上 原 価
販売費及び一般管理費
営 　 業 　 利 　 益

営 業 外 収 益

持分法による投資利益
そ の 他 収 益
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他 費 用

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益
そ の 他
固 定 資 産 廃 却 損
役 員 退 職 慰 労 金
そ の 他

税金等調整前中間純利益

法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 損 益

中 間 純 利 益

特
別
利
益

経
常
損
益
の
部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

特
別
損
益
の
部
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特
別
損
失

特
別
利
益

特
別
損
益
の
部

流動資産

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固定資産

有 形 固 定 資 産

建 物

機械及び装置

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

流動負債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 費 用
未払法人税等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固定負債
長 期 借 入 金
退職給付引当金
投資損失引当金
債務保証損失引当金

負 債 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
中間未処分利益

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 合 計
負債及び資本合計

資産の部 負債の部

資本の部

（単位：百万円） （単位：百万円）

23,288
3,104
4,784
9,605

691
990

1,209
2,902

11,658
8,386
2,292

473
506

34,946

8,573
6,604
9,092
1,457
5,595
2,039

114
∆ 978

23,407
58,353

25,702

1,954

3,513

13,077

4,792

677

1,870

∆ 184

32,651

17,280

5,320

8,324

3,635

487

14,883

3,060

5,835

4,508

1,579

∆ 101

58,353

単独貸借対照表（平成15年9月30日現在） 単独損益計算書（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）

科　　目 金　　額

30,137

28,135
2,002

622

489
2,134

362

473
2,024

676
1,348

333
357

2,039

23,899
4,235

273
349

138
351

360
2

27
357

87

1,034
∆ 357

経
常
損
益
の
部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

営 業 収 益

売 上 高
営 業 費 用

売 上 原 価
販売費及び一般管理費
営 　 業 　 利 　 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金
そ の 他 収 益
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他 費 用

経 常 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
投資損失引当金戻入額
固 定 資 産 廃 却 損
役 員 退 職 慰 労 金
少額減価償却資産償却

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
退 職 給 与 積 立 金 取 崩 額
中 間 未 処 分 利 益
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代表取締役社長
代表取締役専務
常務取締役
常務取締役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

小　泉　年　永
清　田　文　夫
山　崎　貢　一
岡　野　教　忠
星　原　　　睿
古　田　道　生
渡　部　晴　仁
松　木　研　誠
藤　田　達　生
高　木　健一郎

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

常勤監査役
常勤監査役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

飯　田　信　久
和　田　良　昭
大久保　信　行
佐　川　順　一

鳥　塚　伸　宏
田　丸　　　周
児　玉　哲　夫
東　條　伸一郎
鎌　田　啓　佑

（注）田丸周、東條伸一郎、鎌田啓佑は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第18条第1項に定める社外監査役であります。

決 　 　 算 　 　 期
定 時 株 主 総 会
株主配当金受領株主確定日

基 　 　 準 　 　 日

名 義 書 換 代 理 人

同 事 務 取 扱 所

同 　 取 　 次 　 所

公 告 掲 載 新 聞
上 場 証 券 取 引 所
１ 単 元 の 株 式 数

毎年３月３１日
毎年６月
毎年３月３１日
（なお中間配当を行う場合は毎年９月３０日）
毎年３月３１日
その他必要ある場合は、取締役会の決議によ
りあらかじめ公告いたします。
東京都港区芝三丁目３３番１号
中央三井信託銀行株式会社
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
中央三井信託銀行株式会社証券代行部
電話０３（３３２３）７１１１（代表）
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店・全国各支店
東京都において発行する日本経済新聞
東京証券取引所
１,０００株

商法改正に伴う株式のお取扱いについてのご案内
１．株券失効制度について
株券を喪失した場合は公示催告による除権判決を受けて再発行するお取扱い

でありましたが、平成１５年４月１日施行の商法改正により株券は公示催告制度
から除外され、新たに創設された「株券失効制度」により株券の再発行を受け
ることになります。
お手続きなどの詳細につきましては名義書換代理人あてご照会ください。

２．単元未満株式の買増制度の導入について
商法改正にもとづく当社定款規定の変更により、平成１５年６月３０日から「単

元未満株式の買増制度」を導入いたしましたので、単元未満株式を有する株主
様は、当社に対しその単元未満株式の数と併せて１単元になる数の株式を買増
請求することができることになります。お手続きなどの詳細につきましては名
義書換代理人あてご照会ください。なお、保管振替制度ご利用の株主様はお取
引証券会社あてご照会ください。

創　　業 昭和２年
設　　立 昭和２４年１２月
資本金 ８５億７３百万円（平成１５年9月３0日現在）

〔各事業の主な製品〕

自動車関連部品事業 ………自動車用・二輪車用ピストンリング、ナックル、カム
シャフト、バルブシート、バルブリフター

建設関連部品事業 …………鋼管用継手、ステンレス管用継手
その他事業 …………………船舶用・農機用・汎用ピストンリング、シールリング、

焼却炉、工業炉、発熱体、電波暗室用高周波吸収
体等

会社の概要 役　員（平成15年9月30日現在）

株式についてのご案内

ピストンリング

自動車用ナックル

カムシャフト

ステンレス管用メカニカル継手 電波暗室



貸借対照表および損益計算書掲載の
ホームページアドレス

http://www.riken.co.jp/ir/d_kessan.html

本　　　　社 〒102-8202 東京都千代田区九段北1-13-5（日本地所第一ビル）
TEL（03）3230-3911

札幌営業所 〒003-0012 札幌市白石区中央2条1-5-39
TEL（011）832-6690

仙台営業所 〒983-0852 仙台市宮城野区榴岡3-4-18（タカノボル第22ビル）
TEL（022）256-5101

神奈川営業所 〒243-0018 厚木市中町3-3-9（厚木アーバンプラザ）
TEL（046）225-7111

浜松営業所 〒430-0933 浜松市鍛冶町319-28（日本生命浜松センタービル）
TEL（053）457-1155

名古屋営業所 〒460-0003 名古屋市中区錦1-17-13（名興ビル）
TEL（052）201-8681

大阪営業所 〒550-0004 大阪市西区靱本町1-13-9
TEL（06）6479-5050

広島営業所 〒732-0052 広島市東区光町1-9-28（第一寺岡ビル）
TEL（082）506-2455

福岡営業所 〒812-0007 福岡市博多区東比恵3-11-2
TEL（092）474-2175

柏崎事業所 〒945-8555 柏崎市北斗町1-37
TEL（0257）23-3113

熊谷事業所 〒360-8522 熊谷市末広4-14-1
TEL（048）521-3511

http://www.riken.co.jp


